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「平成１６年新潟県中越地震による災害についての激甚災害及びこれに対し適用す
べき措置の指定に関する政令の一部を改正する政令案」について 
 

Ⅰ 政令案の概要 

平成１６年１０月２３日の新潟県中越地震による災害で、甚大な被害を受け、発災直後の被災

状況により確実に局地激甚災害指定基準を満たすと見込まれた新潟県小千谷
お ぢ や

市
し

、十日町市
とおかまちし

、北魚
きたうお

沼
ぬま

郡
ぐん

川口町
かわぐちまち

及び古志郡
こ し ぐ ん

山古志村
やまこしむら

の中小企業者等に関しては、当該災害を激甚災害に指定し、中小

企業信用保険法による災害関係保証の特例及び小規模企業者等設備導入資金助成法による貸付金

の償還期間等の特例の措置を講じたところであるが、その後、新潟県による調査が完了し、長岡市
ながおかし

、

三島郡
さんとうぐん

越路町
こしじまち

及び中魚沼郡
なかうおぬまぐん

川
かわ

西
にし

町
まち

においても局地激甚災害指定基準を満たすことが判明したた

め、既に措置を講じている４市町村と同様に取扱うことが必要なことから、それらの地域を追加

指定する。 
 

Ⅱ 被害の発生状況 

中小企業関係 

  新潟県（長岡市
ながおかし

、三島郡
さんとうぐん

越路町
こしじまち

及び中魚沼郡
なかうおぬまぐん

川西町
かわにしまち

）の被害推計報告額 ３５３億５千万円 

Ⅲ 適用すべき措置の概要 

局地激甚災害＜新潟県長岡市
ながおかし

、三島郡
さんとうぐん

越路町
こしじまち

及び中魚沼郡
なかうおぬまぐん

川西町
かわにしまち

の区域に係る激甚災害につい

て適用＞ 
 
（１） 中小企業信用保険法による災害関係保証の特例（法第１２条） 
被災地域内に事業所を有し、かつ激甚災害の被害を受け、事業の再建を図る中小企業者等
に対し、中小企業信用保険の保険限度額の別枠化、てん補率の引き上げ及び保険料率の引き
下げの特例措置を講ずる。 
 

（２） 小規模企業者等設備導入資金助成法による貸付金の償還期間等の特例（法第１３条） 
小規模企業者等設備導入資金助成法の貸付金及び中小企業近代化資金助成法の貸付金等
について、その償還期間を２年間以内において延長する。 

 

２月２１日 事務次官等会議 

２月２２日 閣議 

２月２５日 公布（予定） 

連絡先 
 内閣府政策統括官（防災担当）付 
      石井、江口、秋元 
03-5253-2111（代）（51205・51210） 
03-3501-5408 
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